
○仙北市市税減免取扱要領 

平成23年３月22日訓令第12号 

仙北市市税減免取扱要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、仙北市市税条例（平成17年仙北市条例第48号。以下「市税条例」と

いう。）及び仙北市国民健康保険税条例（平成20年仙北市条例第22号。以下「国保税条

例」という。）に定める固定資産税及び国民健康保険税（以下「市税」という。）の減

額又は免除（以下「減免」という。）の取扱に関し必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 この要領において次の各号に掲げる市税の減免対象者は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 市税条例第50条第１項第２号に該当する者 

(２) 市税条例第69条第１項第１号に該当する者 

(３) 国保税条例第23条第１項第１号、第２号及び第４号のいずれかに該当する者。こ

の場合、第４号中「特別の事業がある者」とは、納税義務者と生計を一にする親族等

の所得が著しく減少した者とする。 

（減免の判定基準） 

第３条 減免の判定には、原則として生活保護法による保護の基準（昭和38年厚生省告示

第158号）を用いるものとし、具体的な判定基準は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 判定の対象は、申請者（納税義務者）と生計を一にする世帯全員の収入及び資産

等とする。 

(２) 収入金額は、減免の申請月から１年間の収入金額を推計するものとし、税務資料

による前年の所得を参考に、面談、申請書添付の書類及び調査によって得られた事実

による当該年の状況変化を考慮し算定する。この場合において、所得税法（昭和40年

法律第33号）第27条の規定による事業所得の金額の計算上生じた損失の金額について

は、詳細な収支内訳書が提出され、帳簿、領収書等で確認できる場合は、他の収入金

額から控除できるものとする。 

(３) 判定に用いる収入金額は、次のとおりとする。 

ア 給与、報酬及び賃金の収入金額は、当該収入から生活保護費の支給に用いる基礎

控除等を控除した金額とする。 



イ 所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第63条の規定による事業及び不動産等の

貸付に係る収入は、当該所得に係る総収入金額から必要経費及び生活保護費の支

給に用いる基礎控除等を控除した金額とする。 

ウ 資産の譲渡による収入は、当該譲渡所得に係る特別控除を控除する前の金額とす

る。 

エ 所得税法（昭和40年法律第33号）第35条第３項の規定による公的年金等、同法第

９条第１項第３号に掲げる非課税扱いの恩給、年金及びその他これらに準ずる給

付についての収入は、当該収入金額とする。 

オ 仕送り、贈与、退職手当金、雇用保険、労働者災害補償保険、児童扶養手当及び

就学援助等その他の収入については、当該収入の金額とする。 

(４) 最低生活費は、生活保護法による保護の基準により算出した12箇月分の生活費と

する。 

(５) 手持ち金（預貯金等）は、納税義務者等の手持ち金の合計金額から預貯金等の使

用目的を総合的に判断し控除した金額とし、当該金額から前号の規定による最低生活

費の２分の１を控除した金額を収入金額に算入するものとする。なお、第３号に掲げ

る収入が振り込まれている場合は、更に、それらを控除した金額とする。 

（審査） 

第４条 減免の承認又は不承認の決定に係る審査は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 収入金額と最低生活費とを比較し、生活困窮の度合いを算出する。 

(２) 手持ち金（預貯金等）の保有状況及び個別の事情を考慮の上、担税力の有無につ

いて審査する。 

(３) 前２号の結果を総合的に判断し決定する。 

附 則 

この要領は、平成23年３月22日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日訓令第６号） 

この訓令は、平成26年４月１日から施行する。 

 


